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研究成果の概要（和文）：　いわき市内沿岸部の薄磯・豊間区と四倉地区、隣接する双葉郡富岡町と楢葉町（からの避
難者）を主なフィールドに定め、3年間の調査研究を進めてきた。具体的には震災前の地域住民組織の防災・防犯を含
めた活動の実態をとらえつつ、震災後の住民組織または新たに形成されたコミュニティ（仮設住宅や広域自治会など）
への関与などをアンケートやインタビューにより行った。豊間／四倉地区の比較を通じて、災害をはじめとしたローカ
ルナレッジの形成は地域住民組織の活動状況や統治構造に依存すると共に、ふだんの関係が被災直後の避難行動に影響
を与えており、行政と住民をつなぐ中間領域の存在が効果的な防災・防犯活動につながると考えられる。

研究成果の概要（英文）：We have studied aspects and changes of communities damaged by the tsunami in the 
coastal areas in Iwaki City and communities formed in the towns of Naraha and Tomioka, from which people 
were forced to evacuate, for three years. Considering real situations of activities including 
disaster/security prevention in neighbourhood association before the disaster, we have conducted 
questionnaire and interview surveys to comprehend the actual conditions of communities formed by the 
evacuees after the disaster.
According to the comparative studies of Toyoma and Yotsukura districts, we showed that local knowledge 
consisted of rules and disaster in communities depended on activities and governing in neighbourhood 
associations, and that ordinary relationships in community helped residents to take refuge from the 
tsunami. As from mentioned, reconstructing intermediate group which bonds local government with residents 
enables them to sustain effective activities of disaster/security prevention.

研究分野：都市・地域論

キーワード： コミュニティ　ローカルナレッジ　防災　減災　ソリューション
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１．研究開始当初の背景 
 
本研究は「地域資源」と「ローカルナレッ
ジ」、両者を「マネジメント」するという新
たな視点による統合と手法化の試みを通じ、
防災・防犯コミュニティ構築への具体的な方
途を指し示そうとするものである。 
具体的には、中山間地はもとより中心市街
地において少子高齢化等による自治会・町内
会の活動資源の減少によって単独での活動
が困難になりつつある、地域住民組織として
の自治会・町内会の地域を超えた再編とそれ
に向けた課題について、広域合併によって成
立し、中心市街地区、港湾地区、中山間地区
等を持ち、さらには津波被害に加えて原発災
害によって双葉郡からの避難者も多く居住
することで複雑な社会関係が形成されつつ
ある福島県いわき市に点在する様々なタイ
プの自治会・町内会をフィールドに据えて明
らかにする。 
そしてそこに表出するであろう、「共に生
きる寛容さ」から「同質性を求める」といっ
た変容を促すコミュニティの機制と、NPO
等との協働により町内会自らをセーフティ
ネットの「装置」へと変転するもう一つのコ
ミュニティの機制、そしてこれらを包摂する
コミュニティにおける「デザイン」（向井周
太朗）と「ソリューション」（金子郁容）と
のありようを浮き彫りにする。 
 
 
２．研究の目的 

 
研究の目的は大きく以下の 5つであり、 

1) 地域住民組織のローカルナレッジ
の形成と伝承の実態 

2) 地区内にある地域コミュニティと
NPO をはじめとしたネットワーク
型コミュニティとの連帯と対立の
過程、更には各地区間の連帯と対立
の過程 

3) これらの「下から」の取組による一
方で展開されてきた「上から」のい
わき市のコミュニティ施策の変遷 

4) 1)～3)の過程によって現れるローカ
ルナレッジ」を起点にした「下から」
のコミュニティのデザインとソリ
ューションの展開 

5) 以上の分析により析出される地域
住民組織などにおける人々のセー
フティネットの可能性 

を明らかにしていく。 
 
 
３．研究の方法 

 
いわき市内を主なフィールドとした調査、
必要に応じて県内各地でのヒアリング調
査・文献資料調査、それらの集計・分析作業
と継続的な整理検討作業（研究会形式）を、

3年間の研究期間に遂行する。 
具体的には、a)いわき市内で実施する調査
（アンケート、ヒアリング、文献資料調査）
とその集計・分析作業、b)分析結果の整理検
討研究会、c)学会発表と報告書・資料集刊行、
を順次実施する。 
実施体制であるが、研究代表者（松本）は
自治会・町内会に関わる研究者との綿密な連
絡をとりながら各調査・研究を実施し、各年
度で実施する研究会や打ち合わせの場にお
いてそれらの成果を報告し、上記アドバイザ
ーとの意見交換をふまえて中間報告書と資
料集を作成し、最終年度の報告書をまとめあ
げる。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 平成 24年度 
被災コミュニティの実態に関する基礎的
調査を実施した。具体的にはいわき市内沿岸
部の薄磯・豊間区、隣接する双葉郡富岡町と
楢葉町である。いわき市は自治会役員や一般
住民、富岡町・楢葉町は仮設住宅自治会長や
入居者、借上住宅自治会長や入居者、必要に
応じて自治体関係者を対象者とした。調査手
法は全世帯対象のアンケート調査（自治体除
く）と協力者へのインタビュー調査を実施し
た。調査項目は「被災前の人づきあい、情報
発信・共有、自治会活動」「避難した経緯、
避難時の人づきあい」「現在の人づきあい、
情報発信・共有、自治会活動」「今後の情報
発信・共有に何を望んでいるか」「地域の伝
承・言い伝え」「帰還・集団移転への意向」
などである。以下、現段階の帰結を示す。 
一つは「正しい」ローカルナレッジ形成に
おけるコミュニティの重要性である。津波発
生後の避難は近所・隣組単位の伝達が迅速な
避難を実現させた可能性が高い。避難の呼び
かけはより身近な存在からの方が効果的で
あり、自治会・町内会や消防団、自治体単位
になると逆の傾向にある。しかし「津波は危
険で逃げる必要がある」というローカルナレ
ッジを継続的にその土地に留めておくため
に個人や家族といった「属人的」な取組にす
ることが厳しい結果をもたらすのは各所の
例でも明らかであり、コミュニティ単位で語
り継がれるべきである。 
もう一つは避難者をディバイドする要因
がコミュニティやネットワークにあること
が明らかになった。具体的には仮設・借上に
かかわらず、何らかのコミュニティに属して
いるか否かで、避難者の生活上の問題点が質
的に異なることを明らかにした。 
浜通り地方の被災コミュニティの実態を
広範かつ網羅的な視点による調査研究はあ
まりなく、今後数年～数十年にわたる避難者
を見すえるための重要な礎となるといえる。 
 
 



(2) 平成 25年度 
本年度は上記に加えて、いわき市内沿岸部
の四倉地区において 2014年 2月に四倉町区
長会といわき市四倉支所の協力を得て、全世
帯対象のアンケート調査を実施した。調査項
目はこれまでのものを踏襲しつつ、新たに
「地域のレジリエンスに関する意識」を加え
た。その他の地域については経年による変化
を把握するために 2回目以上の聞き取りを行
いつつ、あらたなインフォーマントへのイン
タビュー調査も行った。 
ローカルナレッジ形成と蓄積を「属人的」
な取り組みにすることが厳しい結果をもた
らすことは昨年度に明らかにした。それを
「組織的」に行うためにはその土地に住まう
人びとがつくりだしてきた意思決定や統治
構造などの「かたち」に依拠すべきであり、
避難方法などのあり方もそれに従うことを、
いわき市沿岸部の取り組みから明らかにし
つつある。 
もう一つはコミュニティ・リーダーの発生
経緯にはいくつか存在し、「震災前にリーダ
ーだった人は震災後もリーダーである」こと
が多く、少なくともリーダーという視点によ
るコミュニティの震災前後の断絶は見うけ
られないことを明らかにしている。 

 
(3) 平成 26年度 
防災等に関するローカルナレッジ形成に
ついて、現時点での帰結は以下の通りである。
豊間／四倉地区の比較を通じて、災害をはじ
めとしたローカルナレッジの形成は地域住
民組織の活動状況や統治構造に依存すると
共に、ふだんの関係が被災直後の避難行動に
影響を与えており、行政と住民をつなぐ中間
領域の存在が効果的な防災・防犯活動につな
がると考えられる。 
双葉郡楢葉町や富岡町においても震災前
の「原子力防災訓練」が実施されていた。自
然災害とは状況は異なるものの、津波被災地
と同じような枠組みで分析を行った。結果は
次の通りである。広く一般の住民には「原発
事故は起こらない（安全神話）」というロー
カルナレッジが形成され、また件の防災訓練
は主に自治体や事業者向けであることから、
一般住民にとっては訓練の存在は知ってい
たとしても、「原発→事故→避難」は現実的
なものとは考えていなかった。 
防災・防犯コミュニティ構築に向けて、ロ
ーカルナレッジをどう住民に「定着」させる
かは地域社会への「実装」の問題であるとも
いえる。本研究では避難訓練の企画調査や復
興に関わる地域住民組織への関与を通じて、
具体的なレベルでのローカルナレッジの実
装方法の検討や提案をすすめてきた。現時点
まで得られた知見としては、地域社会におけ
る暗黙知をどう形式化するか、そして意思決
定プロセスにどうローカルナレッジとして
定位するかが課題となることである。 
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